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福島第二原子力発電所１号機平成１６年度(第１７回)定期事業者検査工程表(１／２)
（１／２）

月 平成１６年９月 １０月 １１月 １２月 平成１７年１月

日 1 10 20 30 1 10 20 31 1 10 20 30 1 10 20 31 1 10 20

設備名　　　　延日数 1 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

9/29解列 ▲

 主　要　工　程 100%

 50%

  0%

原子炉圧力容器開放

燃料取出

原 子 炉 本 体
炉内構造物検査他

制御棒取替

原子炉冷却系統設備
原子炉再循環系配管等修理工事

残留熱除去系蒸気凝縮配管撤去工事

第４及び第５給水加熱器（Ａ，Ｃ）取替工事

計測制御系統設備

計 測 制 御 系 統 設 備
プロセス・エリアモニタリング設備取替工事

主復水器真空度低設定値変更工事

燃 料 設 備
燃料設備点検

放 射 線 管 理 設 備
放射線管理設備点検

廃 棄 設 備
廃棄設備点検

原子炉格納容器開放

原 子 炉 格 納 施 設 圧力抑制室塗装他修理工事

非常用予備発電装置
非常用予備発電装置点検

蒸気タービン開放

蒸 気 タ ー ビ ン
蒸気タービン点検

蒸気タービン組立

その他
静止形定電圧定周波数電源装置(Ｂ)取替工事

１
－
１

添
付
資
料
－
１



福島第二原子力発電所１号機平成１６年度(第１７回)定期事業者検査工程表(２／２)
（２／２）

月 平成１７年２月 ３月 ４月 ５月

日 1 10 20 28 1 10 20 31 1 10 20 30 10 20 31

設備名　　　　延日数 130 140 150 160 170 180 190 200 210 220 230 240

4/17制御棒引抜 ▲▲ 4/19並列 5/18総合負荷性能検査 ▲

 主　要　工　程 100%

 50%

  0%

原子炉圧力容器耐圧漏えい検査

原 子 炉 本 体
燃料装荷 原子炉格納容器境界弁点検 起動前試験

炉心確認 原子炉圧力容器耐圧漏えい検査 系統構成／起動

原子炉復旧 調整運転

制御棒駆動機構ベント 原子炉再循環系配管等修理工事

原子炉再循環系配管等修理工事干渉物復旧

原子炉冷却系統設備
残留熱除去系蒸気凝縮配管撤去工事

第４及び第５給水加熱器（Ａ，Ｃ）取替工事

計 測 制 御 系 統 設 備
計測制御系統設備

プロセス・エリアモニタリング設備取替工事

主復水器真空度低設定値変更工事

燃 料 設 備

放 射 線 管 理 設 備
放射線管理設備点検

廃 棄 設 備
廃棄設備点検

圧力抑制室塗装他修理工事

原 子 炉 格 納 施 設

圧力抑制室水張り

原子炉格納容器復旧

原子炉格納容器漏えい率検査及び復旧

非常用予備発電装置
非常用予備発電装置点検

蒸気タービン組立

蒸 気 タ ー ビ ン
オイルフラッシング

試運転調整

その他

静止形定電圧定周波数電源装置(Ｂ)取替工事

１
－
２



添付資料－２ 

２－１ 

 

１号機の定期事業者検査の概要 

 

平成１５年１０月の電気事業法施行規則の施行に伴い，従来，事業者が自主点検として

実施していた検査を「定期事業者検査」（電気事業法第５５条）として法令で位置づけると

ともに，定期的に技術基準への適合性を確認し，その検査の結果を記録・保存することが

義務づけられました。 
また，従来，国が主体的に実施していた定期検査については，原子力安全・保安院及び

原子力安全基盤機構（法令に基づき新たに設置された検査組織，以下「機構」）が，事業者

が実施する定期事業者検査について，実施プロセスの適切性及びその結果が技術基準に適

合していることを「定期検査」（同法第５４条）として立会又は記録確認により確認するこ

ととなりました。 
さらに，機構は，定期事業者検査の実施に係わる体制について，「定期安全管理審査」（同

法第５５条）により審査を行うこととなりました。 
 
以下に１号機を例にした従来の検査制度と新しい検査制度における，検査項目数の比較

を示します。 
新しい検査制度の検査項目数は，法令及び原子力発電所の保守管理規程(JEAC-4209)で要

求されているものから１号機では該当する設備がないもの等を除いた検査項目を示してあ

ります。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊４月２１日修正 

 

また，次項の「福島第二原子力発電所１号機第１７回定期事業者検査一覧表」に今回１

号機で実施する定期事業者検査項目を示します。 

なお，検査名は具体的に検査を実施するために作成している定期事業者検査要領書名で

記載していますので，前述の検査項目数より多くなっています。 

検査制度の見直し 

国立会（１３項目） 

国記録確認 
発電技検立会（２４項目） 

国記録確認 
発電技検立会（１２項目） 

国記録確認 
電力自主（８項目） 

電力自主 

国立会又は記録確認（６項目） 

機構立会又は記録確認 
（４２項目） 

定期事業者検査 
（定期検査分を除く） 

６４項目＊ 

その他

施
行
規
則
第
９
０
条
検
査 

定
期
検
査 

従来の検査制度 
１号機（第１６回） 

新検査制度 
１号機（第１７回） 

定
期
事
業
者
検
査
（
定
期
安
全
管
理
審
査
対
象
） 

定
期
検
査 

法
令
に
基
づ
く
検
査 



要領書番号 定期事業者検査名 検査立会区分

2F1-17-1-2B/3B-R 第１種機器供用期間中検査 Ｂ

2F1-17-2-2B-燃 燃料集合体外観検査 Ｂ

2F1-17-3-1B-燃 燃料集合体炉内配置検査 Ｂ

2F1-17-4-1B-燃 原子炉停止余裕検査 Ｂ

2F1-17-5-2B/3B-R 第３種機器供用期間中検査 Ｂ

欠番 主蒸気安全弁機能検査＜対象設備なし＞ －

欠番 主蒸気安全弁分解検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-8-2B-R 主蒸気逃がし安全弁・安全弁機能検査 Ｂ

2F1-17-9-2B/3B-M 主蒸気逃がし安全弁・逃がし弁機能検査 Ｂ

2F1-17-10-3B-R 主蒸気逃がし安全弁分解検査 Ｂ

2F1-17-11-1B-運 主蒸気隔離弁機能検査 Ｂ

2F1-17-12-2B-R 主蒸気隔離弁漏えい率検査 Ｂ

2F1-17-13-1A-運
非常用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系，低
圧炉心スプレイ系，低圧注水系，原子炉補機冷却系機能検査

Ａ

欠番 非常用復水器系機能検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-15-1B-運 原子炉隔離時冷却系機能検査 Ｂ

欠番 原子炉隔離時冷却系機能検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

欠番 原子炉隔離時冷却系ポンプ分解検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

欠番 原子炉隔離時冷却系主要弁分解検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

欠番 高圧注水系機能検査＜対象設備なし＞ －

欠番 高圧注水系ポンプ分解検査＜対象設備なし＞ －

欠番 高圧注水系主要弁分解検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-22-3B-R 残留熱除去系ポンプ分解検査 Ｂ

2F1-17-23-3B-R 残留熱除去系主要弁分解検査 Ｂ

欠番 高圧炉心注水系ポンプ分解検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

欠番 高圧炉心注水系主要弁分解検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

欠番 炉心スプレイ系ポンプ分解検査＜対象設備なし＞ －

欠番 炉心スプレイ系主要弁分解検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-28-3B-R 低圧炉心スプレイ系ポンプ分解検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-29-3B-R 低圧炉心スプレイ系主要弁分解検査 Ｂ

2F1-17-30-3B-R 高圧炉心スプレイ系ポンプ分解検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-31-3B-R 高圧炉心スプレイ系主要弁分解検査 Ｂ

2F1-17-32-1A-運 自動減圧系機能検査 Ａ

2F1-17-33-1A-燃 制御棒駆動水圧系機能検査 Ａ

2F1-17-34-3B-R 制御棒駆動機構分解検査 Ｂ

欠番 制御棒駆動機構分解検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

2F1-17-36-3B-R 制御棒駆動水圧系スクラム弁分解検査 Ｂ

2F1-17-37-1B-運 ほう酸水注入系機能検査 Ｂ

2F1-17-38-2B-M1 安全保護系設定値確認検査（その１） Ｂ

2F1-17-38-2B-M2 安全保護系設定値確認検査（その２） Ｂ

2F1-17-39-1B/2B-運1 原子炉保護系インターロック機能検査（その１） Ｂ

2F1-17-39-2B-運2 原子炉保護系インターロック機能検査（その２） Ｂ

2F1-17-39-2B-運3 原子炉保護系インターロック機能検査（その３） Ｂ

2F1-17-39-2B-運4 原子炉保護系インターロック機能検査（その４） Ｂ

2F1-17-39-2B-運5 原子炉保護系インターロック機能検査（その５） Ｂ

2F1-17-39-2B-運6 原子炉保護系インターロック機能検査（その６） Ｂ

欠番 原子炉保護系インターロック機能検査（その７） －

2F1-17-39-2B-運8 原子炉保護系インターロック機能検査（その８） Ｂ

2F1-17-40-2B-E 燃料取扱装置機能検査＜プラント運転中に実施＞ Ｂ

2F1-17-41-2B/3B-M プロセスモニタ機能検査（その１） Ｂ

2F1-17-41-2B-施 プロセスモニタ機能検査（その２） Ｂ

2F1-17-42-1B-運 非常用ガス処理系機能検査 Ｂ

2F1-17-43-2B-管 非常用ガス処理系フィルタ性能検査 Ｂ

2F1-17-44-1B-運 中央制御室非常用循環系機能検査 Ｂ

2F1-17-45-2B-管 中央制御室非常用循環系フィルタ性能検査 Ｂ

2F1-17-46-1B-運 気体廃棄物処理系機能検査 Ｂ

2F1-17-47-1A-運 原子炉格納容器漏えい率検査 Ａ

2F1-17-48-1B-運 原子炉格納容器隔離弁機能検査 Ｂ

2F1-17-49-3B-R 原子炉格納容器隔離弁分解検査 Ｂ

福島第二原子力発電所第１号機　第１７回　定期事業者検査一覧表

２－２



要領書番号 定期事業者検査名 検査立会区分

2F1-17-50-2B-R 原子炉格納容器真空破壊弁機能検査 Ｂ

2F1-17-51-1B-運 原子炉格納容器スプレイ系機能検査 Ｂ

欠番 原子炉格納容器スプレイ系ポンプ分解検査＜対象設備なし＞ －

欠番 原子炉格納容器スプレイ系主要弁分解検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-54-1B-運 可燃性ガス濃度制御系機能検査（その１） Ｂ

2F1-17-55-3B-R 可燃性ガス濃度制御系主要弁分解検査 Ｂ

2F1-17-56-1B-運 原子炉建屋気密性能検査 Ｂ

2F1-17-57-3B-R 非常用ディーゼル発電機分解検査 Ｂ

2F1-17-58-3B-R 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機分解検査 Ｂ

2F1-17-59-1B-運 非常用ディーゼル発電機定格容量確認検査 Ｂ

2F1-17-60-1B-運 直流電源系機能検査 Ｂ

2F1-17-61-1A-運 総合負荷性能検査 Ａ

2F1-17-62-3C-R 原子炉冷却材再循環ポンプ分解検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

欠番 原子炉冷却材再循環ポンプ分解検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

2F1-17-64-3C-R 主蒸気隔離弁分解検査 Ｃ

2F1-17-65-1C-M タービンバイパス弁機能検査 Ｃ

欠番 非常用復水器系主要弁分解検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-67-3C-T 原子炉隔離時冷却系ポンプ分解検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-68-3C-R 原子炉隔離時冷却系主要弁分解検査 Ｃ

2F1-17-69-3C-R 残留熱除去系熱交換器開放検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-70-1C-E 給水ポンプ機能検査 Ｃ

2F1-17-71-3C-T 給水ポンプ分解検査 Ｃ

2F1-17-72-1C-T 計装用圧縮空気系機能検査 Ｃ

2F1-17-73-2C-放 野外モニタ機能検査 Ｃ

2F1-17-74-1C-施 液体廃棄物処理系機能検査＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-75-1C-M 液体廃棄物貯蔵設備・処理設備のインターロック機能検査（その１） Ｃ

2F1-17-75-1C-施 液体廃棄物貯蔵設備・処理設備のインターロック機能検査（その２）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

欠番 固体廃棄物処理系焼却炉機能検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-77-1C-環 固体廃棄物貯蔵庫管理状況検査 Ｃ

2F1-17-78-2C-M 流体状の放射性廃棄物の漏えいの検出装置及び警報装置機能検査（その１） Ｃ

2F1-17-78-2C-施 流体状の放射性廃棄物の漏えいの検出装置及び警報装置機能検査（その２）＜プラント運転中に実施＞ Ｃ

2F1-17-79-3C-R 主蒸気隔離弁漏えい率検査（停止後） Ｃ

2F1-17-80-3C-T 給水加熱器開放検査 Ｃ

2F1-17-81-2C-M 安全保護系検出器要素性能（校正）検査 Ｃ

2F1-17-82-1C-燃 制御棒駆動機構機能検査 Ｃ

2F1-17-83-2C/3C-M 主要制御系機能検査 Ｃ

2F1-17-84-2C-M1 監視機能健全性確認検査（その１） Ｃ

2F1-17-84-2C-M2 監視機能健全性確認検査（その２） Ｃ

2F1-17-84-2C-M3 監視機能健全性確認検査（その３） Ｃ

2F1-17-84-2C-M4 監視機能健全性確認検査（その４） Ｃ

2F1-17-84-2C-M5 監視機能健全性確認検査（その５） Ｃ

2F1-17-84-2C-M6 監視機能健全性確認検査（その６） Ｃ

2F1-17-84-2C-M7 監視機能健全性確認検査（その７） Ｃ

2F1-17-84-2C-M8 監視機能健全性確認検査（その８） Ｃ

2F1-17-84-2C-M9 監視機能健全性確認検査（その９） Ｃ

2F1-17-84-2C-E 監視機能健全性確認検査（その１０） Ｃ

2F1-17-84-2C-施 監視機能健全性確認検査（その１１）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-85-1C-R 原子炉建屋天井クレーン機能検査＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-86-2C-T 換気空調系機能検査（その１） Ｃ

2F1-17-86-2C-R 換気空調系機能検査（その２） Ｃ

2F1-17-87-2C-R 第２種容器供用期間中検査 Ｃ

2F1-17-88-2C-P 炉内構造物検査 Ｃ

2F1-17-89-2C-R 原子炉圧力容器検査 Ｃ

2F1-17-90-3C-R 原子炉冷却材再循環ポンプ検査 Ｃ

2F1-17-91-2C-R 原子炉冷却材再循環系設備検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-92-3C-R 原子炉冷却材浄化系ポンプ検査 Ｃ

2F1-17-93-3C-R 原子炉冷却材浄化系容器検査 Ｃ

2F1-17-94-2C-R 原子炉冷却材浄化系設備検査 Ｃ

2F1-17-95-3C-T 原子炉補機冷却系ポンプ検査（その１） Ｃ

2F1-17-95-3C-R 原子炉補機冷却系ポンプ検査（その２） Ｃ

2F1-17-96-3C-R 原子炉補機冷却系容器検査 Ｃ

2F1-17-97-2C-T 原子炉補機冷却系設備検査（その１） Ｃ

２－３



要領書番号 定期事業者検査名 検査立会区分

2F1-17-97-2C-R 原子炉補機冷却系設備検査（その２） Ｃ

欠番 非常用復水器系容器検査＜対象設備なし＞ －

欠番 非常用復水器系設備検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-100-2C/3C-T 原子炉隔離時冷却系設備検査（その１） Ｃ

2F1-17-100-2C/3C-R 原子炉隔離時冷却系設備検査（その２） Ｃ

2F1-17-100-2C-M 原子炉隔離時冷却系設備検査（その３） Ｃ

欠番 原子炉隔離時冷却系設備検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

欠番 高圧注水系設備検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-103-2C/3C-R 残留熱除去系設備検査 Ｃ

欠番 高圧炉心注水系設備検査(ABWR)＜対象設備なし＞ －

欠番 炉心スプレイ系設備検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-106-2C/3C-R 低圧炉心スプレイ系設備検査 Ｃ

2F1-17-107-2C/3C-R 高圧炉心スプレイ系設備検査 Ｃ

2F1-17-108-2C/3C-T タービンバイパス弁検査 Ｃ

2F1-17-109-3C-T 給・復水系ポンプ検査 Ｃ

2F1-17-110-3C-T 給・復水系容器検査 Ｃ

2F1-17-111-2C-T 給・復水系設備検査（その１） Ｃ

2F1-17-111-2C-M 給・復水系設備検査（その２） Ｃ

2F1-17-111-2C-R 給・復水系設備検査（その３） Ｃ

2F1-17-112-2C-T 原子炉冷却系統設備検査（その１）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-112-2C-R 原子炉冷却系統設備検査（その２） Ｃ

2F1-17-113-3C-R 制御棒駆動水圧系ポンプ検査 Ｃ

2F1-17-114-3C-R 制御棒駆動水圧系容器検査 Ｃ

2F1-17-115-2C/3C-R 制御棒駆動水圧系設備検査 Ｃ

2F1-17-116-3C-R ほう酸水注入系ポンプ検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-117-2C-R ほう酸水注入系設備検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-118-2C-M 核計測装置機能検査 Ｃ

2F1-17-119-2C-E 遠隔停止系機能検査 Ｃ

2F1-17-120-2C-M 選択制御棒挿入機能検査 Ｃ

2F1-17-121-2C-R
原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置検査（その１）
＜今回の定期事業者検査では実施しない＞

－

2F1-17-121-2C-E
原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置検査（その２）
＜今回の定期事業者検査では実施しない＞

－

2F1-17-122-2C-E 燃料取扱装置検査＜プラント運転中に実施＞ Ｃ

2F1-17-123-3C-R 燃料プール冷却浄化系ポンプ検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-124-2C-R 燃料プール冷却浄化系設備検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-125-3C-R 非常用ガス処理系ファン検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-126-2C-R 非常用ガス処理系設備検査（その１） Ｃ

2F1-17-126-2C-E 非常用ガス処理系設備検査（その２） Ｃ

2F1-17-127-3C-R 中央制御室非常用循環系ファン検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-128-2C-R 中央制御室非常用循環系設備検査 Ｃ

2F1-17-129-3C-R 気体廃棄物処理系ポンプ検査 Ｃ

2F1-17-130-3C-T 気体廃棄物処理系容器検査（その１）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-130-3C-R 気体廃棄物処理系容器検査（その２）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-131-2C-T 気体廃棄物処理系設備検査（その１）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-131-2C-R
＊

気体廃棄物処理系設備検査（その２）
＊

Ｃ
＊

2F1-17-132-3C-T 液体廃棄物処理系ポンプ検査（その１）＜プラント運転中に実施＞ Ｃ

2F1-17-132-3C-R 液体廃棄物処理系ポンプ検査（その２）＜プラント運転中に実施＞ Ｃ

2F1-17-132-3C-施 液体廃棄物処理系ポンプ検査（その３）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-133-3C-R 液体廃棄物処理系容器検査（その１）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-133-3C-施 液体廃棄物処理系容器検査（その２）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-134-2C-T 液体廃棄物処理系設備検査（その１）＜プラント運転中に実施＞ Ｃ

2F1-17-134-2C-R 液体廃棄物処理系設備検査（その２）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-134-2C-施 液体廃棄物処理系設備検査（その３）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-135-3C-施 固体廃棄物処理系ポンプ検査＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-136-2C-施 固体廃棄物処理系設備検査＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

欠番 原子炉格納容器スプレイ系容器検査＜対象設備なし＞ －

欠番 原子炉格納容器スプレイ系設備検査＜対象設備なし＞ －

2F1-17-139-3C-R 可燃性ガス濃度制御系ブロワ検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-140-2C-R 可燃性ガス濃度制御系設備検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-141-3C-R 原子炉格納容器真空破壊弁検査 Ｃ

2F1-17-142-2C-R 非常用予備電源装置検査（その１） Ｃ

２－４



要領書番号 定期事業者検査名 検査立会区分

2F1-17-142-2C-E 非常用予備電源装置検査（その２） Ｃ

2F1-17-142-2C-M 非常用予備電源装置検査（その３） Ｃ

2F1-17-143-2C-E 無停電電源装置設備検査 Ｃ

2F1-17-144-3B-T 蒸気タービン開放検査 Ｂ

2F1-17-145-1A-運 蒸気タービン性能検査（その１） Ａ

2F1-17-145-2B/3B-T 蒸気タービン性能検査（その２） Ｂ

2F1-17-146-2C/3C-T 蒸気タービン設備検査（その１） Ｃ

2F1-17-146-2C-M 蒸気タービン設備検査（その２） Ｃ

2F1-17-146-2C-E 蒸気タービン設備検査（その３） Ｃ

2F1-17-147-3C-施 補助ボイラー開放検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-148-1C-施 補助ボイラー負荷検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-149-2C/3C-施 補助ボイラー設備検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-150-2C/3C-T 安全弁検査（その１） Ｃ

2F1-17-150-2C/3C-R 安全弁検査（その２） Ｃ

2F1-17-150-2C/3C-施 安全弁検査（その３）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-151-2C/3C-T 逆止弁検査（その１）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-151-2C/3C-R 逆止弁検査（その２）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-151-2C/3C-施 逆止弁検査（その３）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-152-2C/3C-T 主要弁検査（その１） Ｃ

2F1-17-152-2C/3C-R1 主要弁検査（その２）＜プラント運転中に実施＞ Ｃ

2F1-17-152-2C/3C-R2 主要弁検査（その３） Ｃ

2F1-17-152-2C/3C-施 主要弁検査（その４）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-153-2C/3C-R 第４種機器供用期間中検査 Ｃ

2F1-17-154-2C-E1 電動機検査（その１） Ｃ

2F1-17-154-2C-E2 電動機検査（その２）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-154-2C-E3 電動機検査（その３）＜プラント運転中に実施＞ Ｃ

2F1-17-154-2C-施 電動機検査（その４）＜プラント運転中から実施＞ Ｃ

2F1-17-155-2C-T 耐震健全性検査（その１）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-155-2C-R 耐震健全性検査（その２）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-155-2C-E 耐震健全性検査（その３）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-155-2C-M 耐震健全性検査（その４）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-155-2C-施 耐震健全性検査（その５）＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-156-2C-R レストレイント検査＜今回の定期事業者検査では実施しない＞ －

2F1-17-5-3B-R1 第３種機器供用期間中特別検査 Ｂ

2F1-17-88-2C-P1 炉内構造物検査の内制御棒駆動機構ハウジングスタブチューブ個別検査 Ｃ

2F1-17-159-2B/3C-P 応力改善に伴う原子炉再循環系配管等の非破壊検査 Ｂ・Ｃ

【検査立会区分】

　　Ａ　：　定期事業者検査のうち、原子力安全・保安院立会又は記録確認検査項目

　　Ｂ　：　定期事業者検査のうち、原子力安全基盤機構立会又は記録確認検査項目

　　Ｃ　：　上記以外の定期事業者検査項目

　　　　：　対象設備なし又は今回の定期事業者検査では実施しないもの

　赤字　：　定期安全管理審査の審査対象検査

　　　　：　起動後に実施するもの（一部実施するものも含む）

　

【検査件数（検査要領書件数）】

定期事業者検査のうち、原子力安全・保安院立会又は記録確認検査項目 　　６件

定期事業者検査のうち、原子力安全基盤機構立会又は記録確認検査項目 　５０件
※

上記以外の定期事業者検査項目 　９９件
※＊

合　　計 １５５件
※＊

※；「応力改善に伴う原子炉再循環系配管等の非破壊検査」は重複してカウント

＊；４月２１日修正

２－５



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔高周波誘導加熱応力改善法（IHSI）施工概念図〕 
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応力改善（レーザーピーニング）対象

原子炉圧力
容器　下鏡

制御棒駆動機構
ハウジング

スタブ
チューブ

溶接部

４
－
１
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制御棒駆動機構ハウジングスタブチューブ溶接部等修理工事概要 

 



 
 

 

 

変 更 前 変 更 後 

名  称 検出器の種類 計測範囲 警報動作範囲 取 付 箇 所 個 数 名  称 検出器の種類 計測範囲 警報動作範囲 取 付 箇 所 個 数 

燃料取替エリア

排気放射線モニ

タ 

ＧＭ管 10-１～10３mR/h 計測範囲内

で可変 

原子炉建屋燃料取替エリア

に 4チャンネル設置 

4 変更なし 半導体式 10-３～10mSv/h 変更なし 原子炉建屋燃料取替エリア 

(4 チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

変更 

なし 

原子炉建屋換気

系排気放射線モ

ニタ 

ＧＭ管 10-２～10２mR/h 計測範囲内

で可変 

原子炉建屋換気系排気ダク

トに 4チャンネル設置 

 

4 変更なし 半導体式 10-４～1mSv/h 変更なし 原子炉建屋換気系排気ダク

ト(4 チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

変更 

なし 

＊2＊1

＊2
＊1

５
－
１

 

注記＊1：単位を換算したものである。 

  ＊2：記載を適正化したものである。 

 

 

プロセスモニタリング設備取替工事概要 
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付
資
料
－
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 変     更     前 
名  称 検出器の種類 計測範囲 警報動作範囲＊1 取 付

12 台 

10-２～10２ mR/h

 

計測範囲内

で可変 

6

10-1～10３ mR/h

計測範囲内

で可変 

1 台 

1～10４ mR/h 

計測範囲内

で可変 

原子炉建屋放射

線モニタ 

ＧＭ管 

3 台 

10２～10６ mR/h

計測範囲内

で可変 

原子炉建

６
－
１

 

注記＊1：当初の工事計画書は警報設定点と記載。 

＊2：単位を換算したものである。 

＊3：記載を適正化したものである。 

 

 

エリアモニタリ
箇 所

屋（22 箇

ング
 個

所） 2

設備
変     更     後 

数 名 

称 

  検出器の種類 計測範囲 警報動作範囲 取 付 箇 所 個数

-４

＊2 ＊3
10 ～1 mSv/h 

 

変更なし 原子炉建屋 

① 6F 3 チャンネル 

② 5F 2 チャンネル 

③ 4F 1 チャンネル 

④ 3F 2 チャンネル 

⑤ 2F 1 チャンネル 

⑥ 1F 2 チャンネル 

⑦ B1F 1 チャンネル 

(合計 12 チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

12 

10-３～10 mSv/h 変更なし 原子炉建屋 6 

2 変更な

し 

半導体式 

 
＊2 ＊3
台 
⑧ 4F 1 チャンネル 

⑨ 3F 2 チャンネル 

⑩ 2F 1 チャンネル 

⑪ B2F 2 チャンネル 

(合計 6チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

10-２～10２ mSv/h 変更なし 原子炉建屋 

⑫ 2F 1 チャンネル 

(合計 1チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

1 

1～10４ mSv/h 変更なし 原子炉建屋 

⑬ 6F 3 チャンネル 

(合計 3チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

3 

＊2 ＊3

 

＊3＊2

 

添
付
資
料
－
６

取替工事概要（１／２） 
 



変     更     前 変     更     後 

名  称 検出器の種類 計測範囲 警報 ＊1 取 付 箇 所 個数 名  称 検出器の種類 計測範囲 警報動作範囲 取 付 箇 所 個数 

6 台 

10-２～10２ mR/h

 

計測範囲内

で可変 

10-４～1 mSv/h 

 

 

変更なし タービン建屋 

① 2F 1 チャンネル 

② 1F 4 チャンネル 

③ B1F 1 チャンネル 

(合計 6チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

6 

1 台 

10-1～10３ mR/h

計測範囲内

で可変 

10-３～10 mSv/h 変更なし タービン建屋 

④ 2F 1 チャンネル 

(合計 1チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

1 

タービン建屋放

射線モニタ 

ＧＭ管 

2 台 

1～10４ mR/h

計測範囲内

で可変 

タービン建屋（9 箇

所） 

変更なし 半導体式 

10-２～10２ mSv/h 変更なし タービン建屋 

⑤ B1F 2 チャンネル 

(合計 2チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

2 

チャコール建屋

放射線モニタ 

ＧＭ管 2 台 

10-２～10２ mR/h

計測範囲内

で可変 

チャコール建屋（2

箇所） 

2 変更なし 半導体式 10-４～1 mSv/h 変更なし チャコール建屋 

① B1F 1 チャンネル 

② B2F 1 チャンネル 

(合計 2チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

変更

なし 

コントロール建

屋放射線モニタ

ＧＭ管 1 台 

10-２～10２ mR/h

計測範囲内

で可変 

コントロール建屋

（1箇所） 

1 変更なし 半導体式 10-４～1 mSv/h 変更なし コントロール建屋 

① 3F 1 チャンネル 

(合計 1チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

変更

なし 

モニタ建屋放射

線モニタ 

(第1,2,3,4号機

共用,第1号機設

置) 

ＧＭ管 1 台 

10-２～10２ mR/h

 

計測範囲内

で可変 

モニタ建屋（1箇所） 1 変更なし 半導体式 10-４～1 mSv/h 変更なし モニタ建屋 

① 1F 1 チャンネル 

(合計 1チャンネル) 

監視・記録は中央 

制御室にて行う。 

変更

なし 

＊2 ＊3

 

 

＊2 ＊3

＊3＊2

６
－
２

 ＊2 ＊3

 

＊2 ＊3

 

 
＊2 ＊3

 

 
注記＊1：当初の工事計画書は警報設定点と記載。 

＊2：単位を換算したものである。 

＊3：記載を適正化したものである。 

 

エリアモニタリング設備取替工事概要（２／２） 
 

動作範囲
9 



変    更    前 変    更    後 

検 出 器 及 び 起 動 条 

件 
工学的安全施

設起動信号の

種類 
検出器

の種類

個

数

工学的安全

施設起動に

要する信号

の 個 数

設定値

工学的安全

施 設 起 動 

信号を発信

さ せ な い 

条    件 

備

考 

既工事認可記載文 

（７－２）その他の安全保護機能 

（ｉ）格納容器隔離弁は原子炉水位低,格納容器圧力高あるいは放射能レベル高な

どの信号により閉鎖される。また原子炉水位低，主蒸気管放射能高，主蒸気管

破断を示す信号（主蒸気管トンネル温度高，主蒸気管流量大），主蒸気管圧力

低あるいは復水器真空度低の信号により主蒸気隔離弁が閉鎖される。 

既設の工事認可書には，設定値に関しての記載はないため現設備の仕様を記載する。

検 出 器 及 び 起 動 条 件工学的安全施

設起動信号の

種類 
検出器

の種類

個

数 

工学的安全施

設起動に要す

る信号の個数

設定値

工学的安全施設

起動信号を発信

させない条件 
備考

主

蒸

気

隔

離

弁 

復水器 

真空度低 

圧力 

検出器
４ ２ 

216 

mmHg 

vac 

主蒸気止め弁開

度 90％以下，かつ

原 子 炉 圧 力

42.1kg ／ cm ２ 以

下，かつ復水器真

空度低バイパス

スイッチ「バイパ

ス」位置，かつモ

ードスイッチ「運

転」位置以外 

 

主

蒸

気

隔

離

弁

復水器 

真空度低

圧 力

検出器
４ ２ 

＊1

72.5kPa

[abs]

以上

主蒸気止め

弁開度 90％

以下，かつ 

原子炉圧力

4.13MPa＊２以

下，かつ 復

水器真空度

低バイパス

スイッチ「バ

イパス」位

置，かつモー

ドスイッチ

「運転」位置

以外 

 

７
－
１

 

注記 ＊1：換算 72.5kPa[abs]＝{（760－216）mmHg／760mmHg }×1.01325×10２kPa[abs] 

＊2：換算 4.13MPa＝42.1kg／cm２×0.0980665 {１kg／cm２≒0.0980665 MPa} 添
付
資
料
－
７

 

主復水器真空度低設定値変更工事概要 

 



：機能削除範囲

原子炉
圧力容器

MO

格納容器

MOMO

主タービンへ

原子炉隔離時冷却系
タービン

原子炉隔離時冷却系
冷却水ポンプ

　　残留熱除去系蒸気凝縮配管撤去工事概要
(Ｂ系を例示：機能削除範囲はＡ系もＢ系と同様）

復水貯蔵
タンク

AO

MO MO

ＲＨＲ（Ａ）系へ

残留熱除去系熱交換器（Ｂ）

サプレッションプール

MOMO

HO

復水器へ
Ｔ

AO

MO

MO MO ＲＨＲ（Ａ）系から

MO

検出器

添
付
資
料
－
８

８
－
１



：今回取替範囲

第４及び第５給水加熱器（Ａ）（Ｃ）取替範囲系統図

添
付
資
料
－
９

９
－
１



 

塗装部分
圧力抑制室内気中部分
圧力抑制室内水中部分

圧力抑制室内全周
に渡って塗装実施

 

  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

添付資料－１０

 

 

圧力抑制室塗装他修理工事概

１０－１ 
 

 

要 



添
付
資
料
－
１
１

１
１
－
１

：取替範囲

制御棒駆動水圧系配管修理工事概要



 

金属棒・金属片 
針金類・ 
その他消耗品 

１
２
－
１

 

ドライバー

福島
 

テープ片、シート片

紙類、ゴム片類、 
木片類、塗料片類 
ひも、糸類 

 

鉛筆 
吊りひも 

クランプ 
ペンチ 

 
 

添
付
資
料
－
１
２

 

第二原子力発電所 １号機 圧力抑制室内回収物(１０／４～１０／１２) 



福島第二原子力発電所　１号機　圧力抑制室内回収物(３／２８)

スパナ

羽根状のもの

ビニール片

塗膜片

ナット

テープ片

１
２
－
２



制御棒駆動水圧系系統概略図

原子炉格納容器

給水ポンプ

原子炉
圧力容器

制御棒駆動
水圧系ポンプ

制御棒

オリフィス

発電機タービン

復水器

復水貯蔵
タンク

低圧復水ポ
ンプ

高圧復水
ポンプ

復水脱塩
装置

酸素注入

切断部  配管内表面
顕微鏡観察

拡大
必要肉厚以下の箇所

オリフィス

流れ

配管肉厚：約6mm

配管外径：約115mm

約100mm

約290mm

切断部

絞り弁

ウロコ状の模様

添
付
資
料
－
１
３

１
３
－
１



 
 

                          高圧復水ポンプ 
 

給水系へ 
 

                                       ＣＲＤ系へ                酸素注入 
                                    当該部 点検箇所２３ 

          復水ろ過装置（ＣＦ）                      主復水器へ 
                                                 点検箇所２４ 
                                             復水脱塩装置（ＣＤ） 

 
 
 
 

                        点検箇所               点検箇所 
     低圧復水ポンプ            １～１２               １３～２２ 
 

Ｌ 

Ａ 
ＦＥ

 
主復水器 

J 

Ａ 

ＦＥ

ＦＥ
ＦＥ

１
３
－
２
 

１号機 制御棒駆動水圧系配管水平展開追加肉厚測定点検箇所 
                                                                  



 点検箇所 材質 口径 公称肉厚(㎜) 必要最小肉厚(㎜)
今回測定最小値

(㎜)
備考

1 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.8

2 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.6

3 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 7.9

4 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.9

5 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.2

6 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.1

7 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.7

8 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 7.5

9 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.3

10 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.2

11 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 8.6

12 ＳＴＰＴ３８ ２５０Ａ 9.3 3.8 7.7

13 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.5

14 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.8

15 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.9

16 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.6

17 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.6

18 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.2

19 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.8

20 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.9

21 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 8.1

22 ＳＴＰＴ３８ ３００Ａ 10.3 3.9 9.4

23 ＳＴＰＴ３８ １００Ａ 6.0 3.4 3.8 今定期検査で
取替済み

24 ＳＴＰＴ３８ １００Ａ 6.0 3.4 5.6

 
１
３
－
３
 

１号機 制御棒駆動水圧系配管水平展開追加肉厚測定結果 
                                                                  



プロセス放射線モニタ盤　受電状態概略図

【既設】
プロセス放射線
モニタ盤Ｂ系

【新設】
プロセス放射線
モニタ盤Ｂ系

運用中 工事中

プラントバイタル電源
分電盤　１Ｂ

ＭＣＣ１Ｄ－１－８(Cub. 4Ｅ)

警報

中央制御室計測用変圧器１Ｂ

中央制御室計測用分電盤　１Ｂ

ＣＫＴ３２

「予備」

仮設電源より供給

インターロック

分電盤　内部

添
付
資
料
－
１
４

１
４
－
１

分電盤　表側

〔仮設電源〕

〔通常電源〕

仮設電源に切替前に
受電していたライン



１
５
－
１

ＲＰＳ（原子炉保護系）
インターロック 　等

スクラム

ＲＭＣＳ
（制御棒手動操作系）

ＲＭＣＳ　Ⅱ系インターロック
・ＣＲ引抜阻止
・ＣＲ2本以上選択禁止

ＲＭＣＳ　Ⅰ系インターロック
・ＣＲ引抜阻止
・ＣＲ2本以上選択禁止

原子炉モードスイッチ接続状況図

添
付
資
料
－
１
５

燃料交換

起動

運
転

停止

原子炉モードスイッチ

原子炉モードスイッチシミュレータ

停止
燃料交換

起動

運転

主   盤

仮　設

ケーブル取り外し

「仮設」原子炉モードスイッチシミュレータからの信号

ケーブル取り外し



プラスチック片
１個発見

（３月14日回収済）

テープ片
　２個発見

（３月28日回収済）

キャスク
専用プー
ル

N

 

使用済燃料プール

原子炉

保護板浮上防止用の重り

キャスク底部保護板

原子炉６Ｆ床面

ワイヤー貫通穴付近を
圧迫し破損

キャスク底部保護板仮置き概略図

 

プール床面

添
付
資
料
－
１
６

１
６
－
１



 
 
 

復水器へ 復水器へ 復水器へ 復水器へ 復水器へ 復水器へ 

海水 

高圧タービン 

給
水
加
熱
器
へ

 

湿分分離器 

発電機 

低圧タービン 

美浜との類似箇所 
高圧復水 
ポンプ 

グランド蒸気 
蒸化器 

原子炉給水ポンプ 

RO 

原子炉 

主
復
水
器
へ

 

柏崎刈羽１号機

の当該箇所 

RO 

復水脱塩装置 

空気抽出器 

低圧復水 
ポンプ 

原子炉給水ポンプ 
駆動用蒸気タービン 

グランド蒸気 
復水器 

復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
よ
り

 

RO RO RO RO 

調査対象： 
主蒸気系(MS) 
復水系(C) 
給水系(FDW) 
給水加熱器ドレン系(HD) 
給水加熱器ベント系(HV) 
抽気系(ES) 
（注）     調査対象外 

（低合金鋼使用） 

給水加熱器へ 

各
グ
ラ
ン
ド
へ

 

復水ろ過装置 

湿分分離器より 

福島第一４号機

の当該箇所 
HO 

MO 

給水加熱器 
ドレンポンプ 

１
７
－
１

 

添
付
資
料
－
１
７

第 4給水加熱器 第 5給水加熱器 第 1給水加熱器 第 2給水加熱器 第 3給水加熱器 第 6給水加熱器 

福島第二１号機 配管肉厚測定箇所概略系統図 



項目
総部
位数

系統 部位数 代表測定部位番号 測定箇所
公称肉厚
(mm)

必要最小
肉厚(mm)

測定値＊１

 (mm)
減肉量＊１

(mm)
減肉率＊１

(mm/年)
余寿命＊１

(年)

主蒸気系 10 MS-P328-3
主蒸気配管ドレンライ
ン曲がり部 8.6 0.55 7.1 1.5 0.08 77.5

補助蒸気系 8 AS-P22-7
エバポ加熱蒸気配管ド
レンライン曲がり部 6.4 0.06 6.3 0.1 0.09 67.5

抽気系 17 ES-P302-2

原子炉給水ポンプ駆動タービン（Ｂ）低
圧蒸気止め弁シート前ドレンライン
ティー部 4.5 0.3 4.2 0.1 0.09 42.2

タービングランド蒸気系 4 SSH-P74A-6
タービングランド蒸気所内ボイラー蒸気
調節弁前ドレンライン曲がり部 4.5 1.7 4.5 0.3 0.05 52.8

ヒータドレン系 22 HD-P98-2
給水加熱器ドレンポンプ（Ａ）
バランス配管曲がり部 5.5 2.4 4.4 1.1 0.06 32.3

ヒータベント系 4 HV-SP17-100
第３給水加熱器（Ｃ）ベント配
管オリフィス下流直管部 7.1 0.56 6.1 1 0.06 98.3

復水系 10＊２ C-P230-2

原子炉給水ポンプシール水中間抽出配
管第３給水加熱器（Ａ）入り口オリフィス
下流曲がり部 5.5 0.3 4.7 0.4 0.37 11.9

給水系 7 FDW-P46-2
給水再循環配管オリフィス下
流直管部 19.0 12.89 19.2 0.2 0.04 178.5

主蒸気系 32 MS-SP-9

主蒸気管外側ドレンラインと
主蒸気管内側ドレンラインの
合流部 9.85 3.6 9.2 0.5 0.46 12.0

補助蒸気系 2 AS-P22-13
エバポ加熱蒸気配管ドレンラ
イン曲がり部 6.4 0.06 6 0.4 0.02 263.4

抽気系 25 ES-P117-1
第１抽気管ドレンラインティー
部 6.0 1.64 5.5 0.3 0.28 13.9

タービングランド蒸気系 4 SPL-P13-7
主蒸気止め弁リークオフ配管
曲がり部 7.1 3.8 6.1 0.1 0.09 24.9

ヒータドレン系 18 HD-P73-1
第４給水加熱器（Ｃ）水位調
節副弁下流レデューサ 10.3 0.7 8.2 1.1 0.49 15.2

ヒータベント系 24 HV-SP9-100
第２給水加熱器（Ｂ）オリフィ
ス下流直管部 7.1 3.8 6.7 0.2 0.09 32.4

復水系 55 C-SP-50A
復水脱塩装置出口流量計下
流側直管部 13.2 9.16 9.6 3.6 0.20 2.1＊3

給水系 49 FDW-SPX-3
タービン駆動原子炉給水ポンプ（Ｂ）出
口配管レデューサ部 38.1 30.51 34.7 0.4 0.18 23.4

原子炉隔離時冷却系 14 RCIC-37
原子炉隔離時冷却系タービン駆動蒸気
配管ドレンライン曲がり部下流 8.7 2.45 7.8 0.9 0.05 105.4

原子炉冷却材浄化系 9 CUW-No.5
原子炉冷却材浄化ポンプ吐
出ヘッダ合流部 14.30 7.72 13 1.3 0.07 72.0

<点検計画箇所＞
当初より計画してい

た箇所
82

<追加点検箇所＞
妥当性評価及び
知見拡充

232

＊１：系統毎の余寿命の最小箇所（減肉が発生し取替を行った制御棒駆動水圧系配管を除く）
＊２：減肉が発生し取替を行った制御棒駆動水圧系配管を含む
＊３：次回定検時取替予定

１
７
－
２

１号機定期事業者検査における配管減肉測定結果



添付資料－１８　

残留熱除去系ポンプ

残留熱除去冷却海水
ポンプ

AOMO

格納容器

MOMO

サプレッションチェンバ

MO AO
原 子 炉
圧 力 容 器

MO MO

MO

MO

MO MOMO MO

MO
MO

MOMO

MOAO

AO
AO

MO

MO

MO

MO

MO
MO

MO

MO

MO

MO
MO

MOMO

AO

MO

AO

MO

残留熱除去系熱交換器

残留熱除去冷却水ポンプ

残留熱除去冷却系
熱交換器

MO

MO

原子炉隔離時冷却系より

Ａ ＢＣ

点検箇所
点検箇所

福島第二１号機における
泊発電所２号機の不適合を踏まえた点検箇所

１８－１



添付資料－１９　

福島第一２号機
類似箇所

残留熱除去冷却海水
ポンプ

AOMO

格納容器

MOMO

サプレッションチェンバ

MO AO
原 子 炉
圧 力 容 器

MO MO

MO

MO

MO MOMO MO

MO
MO

MOMO

MOAO

AO
AO

MO

MO

MO
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残留熱除去系熱交換器

残留熱除去冷却水ポンプ

残留熱除去冷却系
熱交換器

MO

MO

原子炉隔離時冷却系より

Ａ ＢＣ

福島第二１号機における
福島第一２号機の不適合を踏まえた点検箇所

（残留熱除去系系統概略図）

 残留熱除去系封水ポ
ンプ戻りライン

 残留熱除去系ポン
プ

１９－１



No. 配管番号 配管名称 曲り部 調節弁番号 排水器番号 点検結果

1
ES-141
(ES-183)

蒸化器加熱抽気管ドレン管 28 Ｎ３６－ＡＯ－Ｆ０４０ Ｎ３６－Ｄ０１０ 異常なし

2 AS-36 蒸気式空気抽出器用補助蒸気管ドレン管 8 Ｎ１１－ＡＯ－Ｆ０２１ Ｎ１１－Ｄ００５ 異常なし

3 RCIC-28 原子炉隔離時冷却系ドレン管 1 Ｅ５１－ＡＯ－Ｆ０３１ Ｅ５１－Ｄ００８ 異常なし

２
０
－
１

添
付
資
料
－
２
０

福島第二１号機における福島第一４号機水平展開点検結果



No. 配管番号 配管名称 曲り部 点検結果

1 SSH-74 所内ボイラ供給元弁後ドレン管 1 異常なし

2 SSH-71 蒸化器発生蒸気管ドレン管 1 異常なし

3 AS-22/23 蒸化器加熱蒸気管調節弁前ドレン管 31 異常なし

4 AS-202/203 RFP-T(A)HP MSV シート後ドレン管 15 異常なし

5 AS-302/303 RFP-T(B)HP MSVシート後ドレン管 15 異常なし

6 ES-202/207 RFP-T(A)LP MSVシート後ドレン管 15 異常なし

7 ES-302/307 RFP-T(B)LP MSVシート後ドレン管 13 異常なし

8 RCIC-28 原子炉隔離時冷却系ドレン管 1 異常なし

9 SCD206 RFP-T(A)第１段蒸気室ドレン 2 異常なし

10 SCD206 RFP-T(A)第２段蒸気室ドレン 2 異常なし

11 SCD206 RFP-T(A)第３段蒸気室ドレン 2 異常なし

12 SCD206 RFP-T(A)第４段蒸気室ドレン 2 異常なし

13 SCD206 RFP-T(A)第５段蒸気室ドレン 2 異常なし

14 SCD306 RFP-T(Ｂ)第１段蒸気室ドレン 2 異常なし

15 SCD306 RFP-T(Ｂ)第２段蒸気室ドレン 2 異常なし

16 SCD306 RFP-T(Ｂ)第３段蒸気室ドレン 2 異常なし

17 SCD306 RFP-T(Ｂ)第４段蒸気室ドレン 2 異常なし

18 SCD306 RFP-T(Ｂ)第５段蒸気室ドレン 2 異常なし

２
１
－
１

添
付
資
料
－
２
１福島第二１号機における柏崎刈羽１号機水平展開点検結果



添付資料－２２ 

２２－１ 

不適合管理について 
 

平成１６年９月２９日～平成１７年４月６日までに１号機で発生した不適合事象は合計９３７件

（発電所全体２,０７２件）でグレード別及び公表区分別の内訳では、 
    グレード      １号機（発電所全体）  公表区分  １号機（発電所全体） 
     Ａｓ       １１件（２１件）      Ⅰ    ０件（３件）  
     Ａ         ９件（２１件）      Ⅱ    ７件（１３件） 
     Ｂ         ８件（１４件）      Ⅲ   １２件（２５件） 
     Ｃ        ６３件（１４８件）          他  ９１８件（２，０３１件） 
     Ｄ       ８１３件（１，８０３件） 
     対象外      ３３件（６５件）      となっております。 
 
Ａｓの件名は、 
No. 発生日 内容及び処置 

１ H16.9.28 タービン建屋２階において、排気ダクト修理準備作業中の協力企業作業員が、金車

にて電動チェーンブロックを吊り上げ作業中、金車とロープの間に指を挟み、右手

薬指を負傷したため、救急車にて病院へ搬送した。（Ⅲ―２） 

２ H16.10.13 圧力抑制室内において、点検・清掃を実施した結果、ドライバー、クランプ、吊り

ひも、ペンチ、鉛筆、その他消耗品類などを回収して、圧力抑制室内面の全面補修

塗装を実施した。（Ⅱ―１） 

３ H16.11.2 圧力抑制室内において定期検査作業を行っていた協力企業作業員が体調不良を訴

えたため、救急車にて病院へ搬送した。 

診察の結果、軽度な熱中症との所見が得られたが、点滴治療や水分補給などにより、

症状は回復した。（Ⅲ―３） 

４ H16.11.27 圧力抑制室内において、足場材解体作業のため、協力企業作業員が仮設足場上の足

場パイプの手摺りに、誤って頭部をぶつけた。頭部の痛みや手のしびれはあったも

のの、当日は通常どおり帰宅した。その後、頭が重く、手のしびれがとれなかった

ため、病院で診察を受けたところ、頸髄損傷により２、３日の入院が必要との診断

された。（Ⅲ―４） 

５ H17.2.15 中央制御室において、中央制御室計測用分電盤Ｂ系へ供給する電源設備の点検のた

めに当該分電盤の電源を仮設電源に切り替える際に、プロセス放射線モニタＢ系の

電源が停電したため、「原子炉建屋換気系排気放射能高」および「燃料取替エリア

排気放射能高」の警報が発生した。燃料取替エリア放射線モニタ(B)他プロセスモ

ニタＢ系が動作し、原子炉建屋及び 1-2 号中操が隔離し、非常用ガス処理系（ＳＧ

ＴＳ）及びＭＣＲブースターファンが自動起動した。その後、当該分電盤の仮設電

源への切り替えが終了し、プロセス放射線モニタＢ系は正常な状態に復帰したた

め、当該２つの警報も解除した。（Ⅱ―２） 

６ H17.2.16 

 

原子炉格納容器漏えい率検査（PCV L/T）準備作業において、協力企業作業員が誤

ってナットを圧力抑制室プール内に落下させてしまった。プラント起動前に圧力抑

制室内の最終点検時にナットを回収した。（Ⅱ―３） 

７ H17.3.14 使用済燃料プール内で使用済制御棒ハンガーの整理作業をしていたところ、水中か

らプラスチック片１個を発見し、直ちに回収した。キャスク底部保護板の回収方法

などを検討して、回収・清掃作業を実施した。（Ⅱ―４） 

８ H17.3.22 圧力抑制室内の最終点検準備作業中、協力企業作業員がスパナ１本を圧力抑制室内

プールに落下させた。スパナには落下防止ひもを付けていたが、グレーチング上に

て、当該スパナを別の作業員から受け取って落下防止ひもを腕に巻き付ける際、誤

って落下させた。落下したスパナについては、圧力抑制室の最終点検・清掃にて確

認・回収した。（Ⅱ―５） 



 

２２－２ 

No. 発生日 内容及び処置 

９ H17.3.28 圧力抑制室内の水中での最終点検を実施した結果、協力企業作業員が誤って落下さ

せたナット１個及びスパナ１本を回収した。また、この点検においてビニール片等

約 1.1 グラムを確認・回収した。（Ⅱ―６） 

１０ H17.3.28 使用済燃料プール内でキャスク底部保護板の回収作業をしていたところ、使用済燃

料プール底部グレーチング内隅にテープ片（２個）を発見し、吸引作業を行い回収

した。（Ⅱ―７） 

１１ H17.3.30 原子炉格納容器内において、大型弁の開閉操作を行っていた協力企業作業員が左手

小指を負傷した。現場で応急処置後、産業医の診断により、救急車にて磐城共立病

院に搬送した。 
診察を受けた結果、左手小指の骨折との所見が得られたため針金で繋ぎ縫合いし

た。通院加療（全治約１ヶ月）の予定で、本人は、治療後協力企業事務所に戻る予

定です。（Ⅲ―１２） 

 
Ａの件名は、 
No. 発生日 内容及び処置 

１ H16.10.3 定例パトロールをしていた社員が、主油タンク室内および同階の原子炉給水ポンプ

駆動用タービン油タンク室内の床面に油溜まりがあることを発見した。調査結果、

油が漏えいした箇所は、各油タンクオーバーフローサイトボックスからであること

が判明したため、当該ボックスのパッキンを新品に交換した。（Ⅲ―１） 

２ H16.12.8 原子炉建屋１階において、残留熱除去系蒸気凝縮配管改造工事のグラインダ作業を

行っていたところ、右手の甲を負傷（約３ｃｍの切り傷）した。現場で応急処置後、

当社の業務車で県立大野病院に搬送して診察した結果、負傷した右手の甲を４針縫

合いした。（Ⅲ―２） 

３ H16.12.9 原子炉建屋格納容器内において、配管の接続作業を行っていた作業員が、誤って左

手の小指をハンマーでたたき負傷した。その後、業務車で病院に搬送して診察した

結果、左手小指の末節骨折と診断された。（Ⅲ―６） 

４ H17.1.7 タービン建屋機械工作室において、旋盤装置から油が漏れ床に溜まっていたことを

社員が確認した。消防本部へ連絡し、現場を調査した結果、旋盤装置からの油漏え

いは、切削油を注ぐホースから切削油が床に漏れたことが判明した。漏れた油の量

を約 0.5 リットルと連絡したが、ふき取り処理をしたところ、油の厚みが当初目視

して評価した値より薄いことが分かり約 0.05 リットル程度であった。（Ⅲ―７） 

５ H17.1.15 配管肉厚測定を実施中のところ、制御棒駆動水圧系配管（復水系から制御棒駆動水

圧系ポンプへの配管）において、技術基準における計算上の必要肉厚（3.4mm）を

下回っている箇所（最小で 2.4mm）を確認した。必要肉厚を下回っていたオリフィ

ス下流の当該配管を減肉しにくいステンレス材に交換した。（Ⅲ―８） 

６ H17.1.18 原子炉冷却材浄化系の水張り作業実施中のところ、原子炉建屋２階主蒸気隔離２室

のファンネルから床に水が漏れていることを作業員が確認した。その後、社員が現

場にて、原子炉冷却材浄化系と繋がる原子炉給水系のドレン弁が開いていたために

ドレン弁下流側のファンネルから溢れたのが原因であることを確認し、当該ドレン

弁を閉じることにより漏えいは止まった。漏えいした水は、拭き取り清掃を実施し

た。（Ⅲ―９） 

７ H17.2.16 平成 17年 2月 16日に発生した「原子炉停止余裕検査中の制御棒の選択時において、

２本目の制御棒が選択できない」の原因を調査したところ、核計装系点検のため取

り付けていた仮設の原子炉モードスイッチが点検後も取り付けたままであったこ

とにより発生した。この調査の過程で、平成 17 年 2月 6日から 2月 15 日まで行わ

れた燃料装荷作業において、当直長は保安規定に基づき、原子炉モードスイッチが

「燃料交換」位置で施錠されていることを毎日１回確認していたが、仮設スイッチ

が取り付けられたままであったために、仮設スイッチ側に一部の機能が切り替わっ

ていたにもかかわらず、本設スイッチのみを確認していたことが 2月 18 日に判明

した。これは、保安規定で要求される確認事項において、不適合であった。燃料装

荷作業終了後、当該仮設スイッチを取り外した。（Ⅲ―１０） 



 

２２－３ 

No. 発生日 内容及び処置 

８ H17.2.18 原子炉格納容器内において、作業員１名が配管肉厚測定の準備作業を実施中、警報

付個人線量計が発報したため管理区域より退域し、被ばく線量測定を行ったとこ

ろ、計画線量である２ミリシーベルト／日を超える計画外の被ばく（２．０２ミリ

シーベルト／日）を確認した。原因は、当該作業員は警報が発報した後作業を中断

しましたが、その後、工具の後片付けなどを行ったことにより退域に時間を要した

ためと推定した。（Ⅲ―１１） 

９ H17.3.3 溶接検査及び制御棒駆動機構機能検査に伴い原子炉冷却材圧力バウンダリ加圧開

始したところ、原子炉残留熱除去ポンプ（Ａ）の出口系統圧力の上昇が認められた

ため、原因を調査した結果、残留熱除去系停止時冷却ライン内側隔離弁のシート漏

えいであることが判明したため、内側隔離弁の分解点検を実施した。 

 
Ｂの件名は、 
No. 発生日 内容及び処置 

１ H16.10.5 燃料取扱装置機能検査において、検査実施責任者が検査従事者として認定されてい

ないため、認定試験、実務経験から検査従事者の認定要件を満たしていることを確

認した。 

２ H16.10.15 蒸気タービン開放検査のうち高圧車室上半の要領書及び非破壊試験の実施記録確

認において、検査要領書・試験手順書等に不備が認められ当該検査を自主的に中断

した。検査要領書・試験手順書の改訂及び再検査を実施した。 

３ H16.12.15 残留熱除去冷却海水ポンプ（Ａ）主軸の目視検査時において、未確認部分を残した

まま「良」としたことについて指導を受けたため、当該部の再検査及び「成績書の

正誤表」を作成した。 

４ H16.12.17 建設リサイクル法に基づく届出時において、届出書に記載ミスがあり県当局から指

摘を受けたため、訂正後再提出した。 

５ H16.1.10 制御棒取替作業の安全処置において、端子改造前の図面を誤って使用してジャンパ

ーしたため、照射燃料係わる作業時は、インターロックの除外を行わないように周

知した。 

６ H17.1.20 電気ボイラー（Ｃ）のホ項使用前検査の申請において、以前申請していた検査希望

日を過ぎていることを確認したため、「使用前検査申請内容の変更について」を早

急に再申請を実施した。 

７ H17.2.14 定期事業者検査（野外モニタ機能検査）の安全管理審査において、検査終了記録が

明確になっていないとの指導を受けたため、検査要領書を改訂して、検査を行った。

８ H17.3.10 主発電機内窒素ガスボンベ室内に設置してある供給ボンベ出口圧力スイッチテス

ト弁（N41-F770T、F772T）の点検において、請負企業の作業班長が誤って対象外の

弁を操作してしまった。請負企業に再発防止対策について、周知した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

２２－４ 

このうち、公表区分Ⅲ以上のものは計１９件（発電所全体４１件）で事象概要とその後の措置、対

応については下表の通りです。 
区分Ⅰは、該当なし。 
区分 事象概要とその後の措置 対応 

Ⅱ 

－１ 

 

 

件名：圧力抑制室内の点検・清掃の結果について 

 

平成 16年 10月１日より 10月 13日までに圧力抑制室内の点検・

清掃を実施した。この点検・清掃作業においてドライバー、クラ

ンプ、吊りひも、ペンチ、鉛筆、その他消耗品類などを回収した。

引き続き、圧力抑制室内面の全面補修塗装を実施し、平成 17 年

3 月 28 日プラント起動前に圧力抑制室内の最終点検を実施した。

 

 「５．（１）圧力抑制室における異物について」にて回答 

「５．（１）圧力抑制室にお

ける異物について」にて回答 

Ⅱ 

－２ 

件名：中央制御室計測用電源切替における警報の発生について 

 

平成 17 年 2月 15 日 9時 21 分頃、中央制御室計測用分電盤１Ｂ

（以下、「中操分電盤Ｂ系」という。）へ供給する電源設備の点検

のために当該分電盤の電源を仮設電源に切り替える際に、プロセ

ス放射線モニタ（以下、「ＰｒＲＭ」という。）Ｂ系の電源が停電

したため、「原子炉建屋換気系排気放射能高」および「燃料取替エ

リア排気放射能高」の警報が発生した。 

その後、9 時 38 分頃に当該分電盤の仮設電源への切り替えが終

了し、プロセス放射線モニタＢ系は正常な状態に復帰したため、

当該警報も復帰した。 

 

「５．（３）中央制御室計測用電源切替における警報の発生につ

いて」にて回答 

「５．（３）中央制御室計測

用電源切替における警報の発

生について」にて回答 

Ⅱ 

－３ 

件名：圧力抑制室内におけるナットの落下について 

 

平成 17 年 2月 16 日 16 時 5 分頃、圧力制御室内において、原子

炉格納容器漏えい率検査準備作業中、誤ってナットを圧力抑制室

プール内に落下させたことを協力企業作業員から連絡を受けた。

落下させたナットについては、平成 17 年 3 月 28 日に最終点検・

清掃にて確認・回収した。 

 

「５．（１）圧力抑制室における異物について」にて回答 

「５．（１）圧力抑制室にお

ける異物について」にて回答 

Ⅱ 

－４ 

件名：使用済燃料プール内におけるプラスチック片の発見・回収に

ついて 

 

平成 17 年 3 月 14 日 11 時 10 分頃、使用済燃料プール内におい

て使用済制御棒の移動準備作業をしていたところ、水中からプラ

スチック片１個を発見し、直ちに回収した。今後、キャスク底部

保護板の回収方法などを検討し、回収・清掃作業を実施する。 

 

 「５．（５）使用済燃料プール内圧力抑制室におけるプラスチッ

ク片の発見・回収について」にて回答 

「５．（５）使用済燃料プー

ル内圧力抑制室におけるプラ

スチック片の発見・回収につ

いて」にて回答 

 



 

２２－５ 

 
区分 事象概要とその後の措置 対応 

Ⅱ 

－５ 

件名：圧力抑制室内におけるスパナの落下について 

 

平成 17 年 3月 22 日午後 2時 50 分頃、圧力抑制室内の最終点検

準備作業中、協力企業作業員がスパナ１本（長さ約 30cm）を圧力

抑制室内プールに落下させた。スパナには落下防止ひもを付けて

いたが、グレーチング（格子状の金属製の床）上にて、当該スパ

ナを別の作業員から受け取って落下防止ひもを腕に巻き付ける

際、誤って落下させた。落下したスパナについては、平成 17 年 3

月 28 日に圧力抑制室の最終点検・清掃にて確認・回収した。 

 

 「５．（１）圧力抑制室における異物について」にて回答 

「５．（１）圧力抑制室にお

ける異物について」にて回答 

Ⅱ 

－６ 

件名：圧力抑制室内の最終点検結果について 

 

原子炉の起動前までに圧力抑制室内の水中での最終点検を行う

こととしており、平成 17 年 3 月 28 日にこれらを実施した。この

結果、協力企業作業員が誤って落下させたナット１個及びスパナ

１本を回収した。また、この点検においてビニール片等約 1.1 グ

ラムを確認・回収した。 

異物混入防止対策を徹底する。 

 

「５．（１）圧力抑制室における異物について」にて回答 

「５．（１）圧力抑制室にお

ける異物について」にて回答 

Ⅱ 

－７ 

件名：使用済燃料プール内におけるテープ片の発見・回収について

 

使用済燃料プール内でキャスク底部保護板の回収作業をしてい

たところ、使用済燃料プール底部グレーチング内隅にテープ片（２

個）を発見し、吸引作業を行い回収した。 

 

「５．（５）使用済燃料プール内圧力抑制室におけるプラスチッ

ク片の発見・回収について」にて回答 

「５．（５）使用済燃料プー

ル内圧力抑制室におけるプラ

スチック片の発見・回収につ

いて」にて回答 



 

２２－６ 

 
区分 事象概要とその後の措置 対応 

Ⅲ 

－１ 

件名： タービン建屋内の主油タンク及びＲＦＰ－Ｔ Ａ／Ｂ 油タ

ンクオーバーフローサイトボックスからの油漏れについて 

 

平成 16 年 10 月 3 日午後 5時 36 分頃、定例パトロールをしてい

た当社社員が、１階の主油タンク室内および同階の原子炉給水ポ

ンプ駆動用タービン油タンク（Ａ）・（Ｂ）室内の床面に油溜まり

があることを発見した。（漏れた油の総量は約 0.6 リットル） 

調査結果、当日定期点検のためタービン潤滑油系装置の停止操

作を実施しており、油が漏えいした箇所は、各油タンクオーバー

フローサイトボックスからであることが判明した。 

(1) 当該オーバーフローサイ

トボックスの全てのパッキ

ンを新品に交換。 

(2) 今後、各油タンクのオー

バーフローサイトボックス

について計画的に分解点検

を実施する。 

Ⅲ 

－２ 

件名：タービン建屋２階オペフロにおける作業員の負傷について 

 

平成 16 年 9 月 28 日午後 3 時頃、運転中の１号機タービン建屋

２階にて、排気ダクト修理準備作業中の協力企業の方が、金車に

て電動チェーンブロックを吊り上げ作業中、金車とロープの間に

指を挟み、右手薬指を負傷したことから、救急車にて病院へ搬送

した。 

(1) 滑車を利用した作業につ

いての留意点を施工要領書

に追記を行い再発防止を図

る。 

・ 滑車を使用して吊り上げ

を行う場合は、滑車を手の

届かない位置に配置するこ

とを原則とし、配置上不可

能な場合は、近づかない様

留意する。 

・ 吊り荷位置を調整するた

めに吊り上げロープを持た

ない。吊り荷位置を調整す

る場合は、ガイドロープ等

を使用する。 

・ 滑車を使用しての吊り上

げ時、干渉等を回避できな

い場合は、一旦作業を中止

し、再度回避方法を検討の

うえ、作業にあたる。 

(2) 滑車取扱い作業について

作業者全員に対して教育を

実施する。 

Ⅲ 

－３ 

件名：圧力抑制室内における体調不良者の発生について 

 

平成 16 年 11 月 2 日午後 7時 20 分頃、圧力抑制室内において定

期検査作業を行っていた作業員が体調不良を訴えたことから、救

急車にて病院へ搬送した。 

診察の結果、軽度な熱中症との所見が得たが、点滴治療や水分

補給などにより、症状はほぼ回復した。 

今後も熱中症の予防として、引き続き適度な水分補給、休憩を

心掛けるよう指導を再徹底する。 

(1) Ｓ／Ｃ内に温湿度計を設

置し、更にＳ／Ｃ入口前に

モニタを設置し作業環境を

把握しながら工事を実施し

た。 

(2) Ｓ／Ｃ内での重労働作業

は、１回２時間以内、１日

４時間以内を目安とし十分

休憩がとれる交代シフトに

て工事を実施した。 

(3) 局所的に温湿度の高い所

での作業、重装備での作業、

長時間にわたる資材等の往

復運搬作業等について、作

業前の熱中症予防に関する

指導を行いながら工事を実

施した。 

 



 

２２－７ 

 
区分 事象概要とその後の措置 対応 

Ⅲ 

－４ 

件名：圧力抑制室内の足場解体時における協力企業作業員の負傷に

ついて 

 

平成 16 年 11 月 27 日午後 5時頃、圧力抑制室内において、足場

材解体作業のため、協力企業の作業員が、仮設足場上の足場パイ

プの手摺りに、誤って頭部をぶつけた。頭部の痛みや手のしびれ

はあったものの、当日は通常どおり帰宅した。翌日 11 月 28 日、

頭が重く、手のしびれがとれなかったため、病院で診察を受けた

ところ、専門医が不在であり、検査のため入院した。 

11 月 29 日、専門医による診察の結果、頸髄損傷により 2、3 日

の入院が必要との診断がされた。 

(1) 当該箇所および類似箇所

についてトラテ－プ、表示

札の注意喚起用表示を行

い、工事を実施した。 

(2) 危険箇所マップを作成・

表示し作業員に周知し工事

を実施した。 

Ⅲ 

－５ 

件名：グラインダ作業における協力企業作業員の負傷について 

 

  平成 16 年 12 月 8 日 15 時 10 分頃、原子炉建屋１階において、

残留熱除去系蒸気凝縮配管改造工事のグラインダ作業を行ってい

たところ、右手の甲を負傷（約３ｃｍの切り傷）した。現場で応

急処置後、当社の業務者で県立大野病院に搬送し、診察を受けた

結果、負傷した右手の甲を４針縫合いした。 

施工要領書に振れ止め対策

を追記し、振れ止め対策を行

い工事を実施した。 

Ⅲ 

－６ 

件名：配管作業における協力企業作業員の負傷について 

 

平成 16 年 12 月 9 日午後 3時 30 分頃、原子炉建屋格納容器内に

おいて、配管の接続作業を行っていた作業員が、誤って左手の小

指をハンマーでたたき負傷した。その後、発電所構外の事務所に

戻り、業務車で病院に搬送した。診察の結果、左手小指の末節骨

折と診断された。 

今後同様の作業を行う際には十分な注意を払って実施すること

を周知徹底する。 

現場において工具等を使用

する場合は、ＴＢＭ又はＫＹ

Ｔによりその使用による怪我

等を想定し注意力が低下しな

いよう文書にて協力企業へ周

知を図った。 

Ⅲ 

－７ 

件名：タービン建屋内の機械工作室における油漏れについて 

 

平成 17 年 1月 7日 14 時 40 分ごろ、タービン建屋機械工作室に

おいて、旋盤装置から油が漏れ床に溜まっていたことを当社社員

が確認した。14 時 52 分ごろに消防本部へ連絡し、現場を調査し

たところ、漏えい量は約 0.5 リットルで、現在、油の漏えいは停

止している。調査結果、旋盤装置からの油漏えいは、切削油を注

ぐホースから切削油が床に漏れたことが判明した。 

なお、漏れた油の量を約 0.5 リットルとご連絡しましたが、ふ

き取り処理をしたところ、油の厚みが当初目視して評価した値よ

り薄いことが分かり約 0.05 リットル程度であることが判明した。

今後はホースを所定の位置

から外した際は、使用後に所

定の位置に戻すことを徹底す

る。 



 

２２－８ 

 
区分 事象概要とその後の措置 対応 

Ⅲ 

－８ 

件名：制御棒駆動水圧系配管における減肉箇所の確認について 

 

平成 17 年 1 月 12 日より配管肉厚測定を実施中のところ、1 月

15 日 16 時 20 分ごろ（当社確認）、制御棒駆動水圧系配管（復水

系から制御棒駆動水圧系ポンプへの配管）において、技術基準に

おける計算上の必要肉厚（3.4mm）を下回っている箇所（最小で

2.4mm）を確認した。 

 

「５．（２）制御棒駆動水圧系配管における減肉の確認について」

にて回答 

「５．（２）制御棒駆動水圧

系配管における減肉の確認に

ついて」にて回答 

Ⅲ 

－９ 

件名：原子炉冷却材浄化系水張り作業時の漏えいについて 

  

平成 17 年 1月 18 日，原子炉冷却材浄化系（以下、「ＣＵＷ系」

という。）の水張り作業を実施していたところ、同日 14 時 13 分，

原子炉建屋２階主蒸気隔離弁室のファンネルから床に水が漏れて

いることを現場作業員が確認した。 

その後，当社操作員が現場にてＣＵＷ系と繋がる原子炉給水系

のドレン弁が開状態であったためにドレン弁下流側のファンネル

から溢れていることを確認し、当該ドレン弁を閉じた結果，漏え

いは停止した。 

尚，漏えいした水は、約 9.9 リットル、放射能量は約 4.3×105

ベクレルであった。 

原子炉冷却材浄化系と繋がる原子炉給水系のドレン弁が開いて

いたことについて、原因調査を実施した。 

推定原因として、 

（１）保全グループは、当該件名において追加安全処置を申請し

なかった。  

（２）系統構成時に使用するＰ＆ＩＤやバルブチェックリストに

改造箇所を反映しなかった。 

（３）当直員が現場操作員に操作を指示する際，明確な指示をし

なかった。 

対策として，以下の項目を

行う。 
(1) 改造工事により設備の追

加、変更が実施された場合

には、ＰＴＷ調整用紙によ

り安全処置の追加を行い、

タグ管理することを徹底す

る。又、ＰＴＷの申請・受

付時に実施すべき必要な事

項を記載したチェックリス

トに基づき確認する。 

(2) 改造工事資料に基づき速

やかにＰ＆ＩＤやバルブチ

ェックリストへ弁番号や弁

名称等を反映する。 

(3) 作業を指示する場合は、

操作の目的や内容について

具体的に指示し、誤解を与

えないようにすることを再

徹底する。 

Ⅲ－

１０ 

件名：燃料装荷作業に係る不適合事象の発生について 

 

平成 17 年 2 月 16 日に原子炉停止余裕検査中の制御棒の選択時

に 2 本目の制御棒が選択できない不適合事象が発生したことから

原因を調査したところ，核計装系点検のため取付けていた仮設の

原子炉モードスイッチ（以下，「仮設スイッチ」という。）が，点

検後も取付けたままであったことが原因でした。 

この調査の過程で，平成 17 年 2 月 6 日から 2 月 15 日までに行

われた燃料装荷作業において，当直長は保安規定に基づき原子炉

モードスイッチが「燃料交換」位置で施錠されていることを毎日

1 回確認していたが，前述のように仮設スイッチが取付けられた

ままであったために，仮設スイッチ側に一部の機能が切り替わっ

ていたにもかかわらず，本設スイッチのみを確認していたことが

2 月 18 日に判明したもので，保安規定 84 条で要求される確認事

項の実施において，不適合があったものと考えている。 

  

「５．（４）燃料装荷作業に係る不適合について」にて回答 

「５．（４）燃料装荷作業に

係る不適合について」にて回

答 

 



 

２２－９ 

 
 

区分 事象概要とその後の措置 対応 

Ⅲ－

１１ 

件名：配管板厚測定調査業務における協力企業作業員の計画外被ば

くの発生について 

 

平成 17 年 2 月 18 日原子炉格納容器内において、協力企業作業

員１名が配管肉厚測定の準備作業を実施中、警報付個人線量計が

発報したため管理区域より退域し、被ばく線量測定を行ったとこ

ろ、計画線量である２ミリシーベルト／日を超える計画外の被ば

く（２．０２ミリシーベルト／日）をしていることが午後 3時 20

分頃確認した。 

原因は、作業員は APD の警報発生後、直ちに作業を中止したが、

共同作業者との作業の兼ね合いで作業順番が最後であったため現

場の片づけを実施した。また当該エリアは狭く、高線量エリアか

らの退域に手間取ったことから、計画外の被ばくが発生したもの

と考えられる。 

対策として、作業員は APD

が発報した場合には、安全上

必要な最低限の処置のあと作

業を中断し、速やかに高線量

エリアを退域するものとす

る。 

また、APD 発報した作業員は

作業の片付け等を他の作業員

等に依頼し、APD 発報した作業

員が高線量エリアに留まるこ

とがないよう周知を実施し

た。 

Ⅲ－

１２ 

件名：原子炉格納容器内における協力企業作業員の負傷について 
 

平成 17 年 3月 30 日 10 時 00 分頃、原子炉格納容器内において、

大型弁の開閉操作を行っていた協力企業作業員が左手小指を負傷

した。現場で応急処置後、産業医の診断により、10 時 28 分頃、

救急車を要請した。協力企業作業員は、磐城共立病院に搬送され

た。診察を受けた結果、左手小指の骨折との所見が得られたため

針金で繋ぎ縫合いした。通院加療（全治約１ヶ月）の予定で、本

人は、治療後協力企業事務所に戻る予定です。 

協力企業に対して再発防止

対策を周知する。 

 



 

２２－１０ 

（参考） 
不適合管理＊１については、不適合管理の基本ルールを「不適合管理マニュアル」として平成１５年

２月に制定し、不適合報告方法の改善等を含め不適合処理のプロセスを明確にしております。不適合

管理の事象別区分は、以下のとおりとしており不適合管理委員会にて決定しております。 
 
＊１：不適合は、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異な

る行為（判断）を言います。法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常

の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合事象が対象になります。 
 

区分 事象の概要 

Ａs 法律、大臣通達、安全協定に基づく報告事象 

保安規定に係わる不適合事象 
Ａ 

国、地方自治体へ情報提供した事象 

国の検査に係わる不適合事象 
Ｂ 

運転監視の強化が必要な事象 

Ｃ 運転におけるヒューマンパフォーマンスに関わる事象 

Ｄ 通常のメンテナンス範囲内の事象 

対象外 消耗品の交換等の事象 

 
また、公表区分については、平成１４年９月以降、原子力発電所における不適切な取り扱いに対す

る再発防止対策の一環として、「情報公開ならびに透明性確保の徹底」について検討を重ね、平成１５

年１１月１０日に不適合事象の公表方法の見直しを発表し、１１月１７日より新しい以下の公表区分

に応じた情報公開を行っています。 

区分 事象の概要 主な具体例 

・計画外の原子炉の停止 

・発電所外への放射性物質の漏えい 

・非常用炉心冷却系の作動 
区分Ⅰ 

法律に基づく報告事象等の重

要な事象 

・火災の発生   など 

・安全上重要な機器等の軽度な故障 

（技術基準に適合する場合） 

・管理区域内の放射性物質の軽度な漏えい 
区分Ⅱ 運転保守管理上、重要な事象

・原子炉等への異物の混入  など 

・計画外の原子炉または発電機出力の軽度な変化 

・原子炉の安全、運転に影響しない機器の故障 

・主要パラメータの緩やかな変化 
区分Ⅲ 

運転保守管理情報の内、信頼性

を確保する観点から速やかに

詳細を公表する事象 
・人の負傷または病気の発生 など 

その他 上記以外の不適合事象 ・日常小修理  など 
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不適合管理の予防処置等について 

 

不適合管理については，現在，「不適合管理及び是正処置・予防処置マニュアル」に基づき，不適合

管理委員会＊１が，発生した不適合について機器や業務の安全性及び信頼性への重要度を評価し，処置

責任者＊2及び完了承認者＊3や是正処置（再発防止対策）及び水平展開の要否等を決定しています。 

また，不適合管理委員会の決定に基づき，各処置責任者は不適合の原因分析，是正処置（再発防止

対策）及び水平展開を検討し，これらの処置を確実に実施しております。 

不適合管理委員会に集められた不適合について分類コード表を活用した分析等系統的に分析し，品

質マネジメントシステム上の改善及び特徴的な気づき事項や改善策を，半期毎に開かれる発電所の品

質マネジメントシステムにおける最高会議である発電所レビュー会議に報告し，所長を中心に評価す

る仕組みとしています。 

これらの分析評価により，不適合の根本原因，背景等十分に究明し，改善に取り組んでいます。具

体的な分析評価並びに改善策の例を以下に示します。 

 

（１） 分類コード表による不適合事象の分析評価 

福島第二原子力発電所ではすべての不適合が不適合報告書として不適合管理委員会に集められ

ます。その不適合事象を分類コード表（現象，原因，対策）に従って分類し，分析・評価して継

続的改善につなげることとしています。分析評価の例として，運転中，定検中プラントの不適合

事象の発生状況を別添資料―１，２に示します。運転中，定検中の不適合発生状況を比較すると，

定検中の発生が約５倍になっています。この主原因は，分解点検による機器の磨耗，傷，腐食等

の発見による不適合発生の増加ですが，この他に作業管理・放射線管理に関する不適合，人身災

害及び検査・文書・図書に関する不適合が運転中と比較し多いことがわかります。これらの不適

合は，作業前，検査前の確実な確認の実施により不適合の発生を防止することが必要です。 

 

（２） 発電所レビュー会議による不適合事象の分析評価 

不適合管理委員会に集められた不適合を系統的に分析し，品質マネジメントシステム上の改善

及び特徴的な気づき事項や改善策を，半期毎に開かれる発電所の品質マネジメントシステムにお

ける最高会議である発電所レビュー会議に報告し，所長を中心に評価する仕組みとしています。 

福島第二原子力発電所においては，不適合事象を分類コード表（現象，原因，対策別）に従っ

て，平成１６年５月１０日から平成１６年１２月３１日までに完了報告された不適合事象につい

て，分析評価を行い，予防処置へのデータとして活用することで検討しました。分類コード表の

原因別の分類において，ＨＰ（ヒューマンパフォーマンス）に関連する要因に着目して再分類し

た結果，グレード区分Ｃ以上の不適合事象の発生割合が設備面と比較すると高い傾向にあります。

これらのことから，「ＨＰ（ヒューマンパフォーマンス）に関連するものでグレード区分Ｃ以上の

もの」を「重要な不適合事象」とし，「重要な不適合事象」の根本原因（起因別に分類）を分析し

た結果，「調査・検討の不足」，「誤判断，手順の不遵守」及び「不注意」であることから，これら

の根本原因を除去するため，それらの不適合事象データを整理して「不適合事例＊５」として取り

纏めました。

２３－１ 



 

（３）不適合事象の分析評価からの改善策 

①不適合事例の周知活動 

不適合事例について，当社の関係者並びに協力企業の品質保証責任者に対して，

品質保証連絡会にて周知を図っております。さらに，当社及び協力企業の関係者に

おいて，使い勝手が好く，ＭＭ・事例検討会・ＴＢＭなどで有効活用されるための

「（概要版）不適合事例」を作成します。 

「（概要版）不適合事例」については，所内イントラネット「不適合管理委員会ホ

ームページ」に掲載して，関係者に周知します。また，現場実務者（当社及び各協

力企業の工事担当者）に対して，説明会を開催して共通認識を図るとともに，ＭＭ・

事例検討会・ＴＢＭなどで有効活用されるように周知します。 

また，今後も継続的に不適合事象データの分析評価を行い，予防処置へのデータ 

として活用することとします。 

②協力企業との連携強化（キャンペーン活動） 

不適合事象の再発防止対策及び予防処置をより確実に実施するためには，協力企

業との連携の強化が重要な課題であることから，協力企業と一体となり現場実務者

（当社及び各協力企業の工事担当者）へのキャンペーンなどによる周知活動につい

て積極的に取り組みます。 

なお，本年の１月と２月に当直員のヒューマンエラーが数件発生したことから，

当直員全員を対象にした「安全意識高揚ミーティング（キャンペーン活動）」を開催

して防止を図っています。 

このミーティングは当直員全員が参加できるよう，２日間（３月２日と４日）に

わたって実施し，ユニット所長と運転管理部長の安全講話に引き続き，平成１３年

に発生した２号機の起動時の「中性子束スクラム」時に実際に操作した運転員から，

「スクラムを振り返って」と題した経験談を学び，当直員全員の共有財産とするこ

ととしています。 

③現場における作業環境の改善活動 

現場における作業環境の不備（暗い，狭い，高温な場所）により作業ミスにいた

ることもあるため，現場実務者とのコミュニケーションを図りながらパートナーシ

ップ委員会（協力企業作業員の意見箱）からの要望・意見を取り入れて現場作業環

境の改善活動について積極的に取り組んでいます。 

④人身災害に関する取り組み 

最近，定期事業者検査中の作業員のけがや体調不良が連続して発生していること

から，その内容を発電所各協力企業トップの共通認識とするため，各協力企業所長

が集まる安全推進協議会で当該企業の所長がキーポイントを報告することにより，

発電所全体の共有財産とすることとしています。また，協力企業作業員における計

画外被ばくの発生などの不適合については，各協力企業の放射線管理者が集まる放

射線安全管理者連絡会で事例紹介を行い，注意を促すことにより，発生の防止を図

っています。 
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＊１：不適合管理委員会 

  不適合の管理方針として，不適合グレード（グレード区分，処置責任者及び完了承認

者）や再発防止対策及び水平展開の要否等を公正な立場で決定しています。 

 

 （福島第二原子力発電所における不適合管理委員会のメンバー構成） 

・委員長：副所長（品質保証担当） 

・委員 ：品質・安全部長，総務部長，企画広報グループ課長，技術総括担当，運転

管理担当，保全担当，原子炉保安担当及び原子炉主任技術者（左記メンバ

ーと兼任可），安全担当 

・事務局：品質・安全部 安全管理グループ 

 

＊２，３：処置責任者/完了承認者 

不適合処置及び再発防止対策処置の計画，実施における責任者/不適合の発生後に行

われる一連の活動結果の承認者で，不適合の重要度に応じて処置責任者/完了承認者が

異なります。 

・グレード区分Ａs：(処置責任者)所長/(完了承認者)所長 

・グレード区分Ａ：(処置責任者)部長/(完了承認者)所長またはユニット所長＊4

・グレード区分Ｂ ：(処置責任者)部長/(完了承認者)ユニット所長または副所長＊4 

・グレード区分Ｃ ：(処置責任者) グループマネージャー /(完了承認者) 部長 

・グレード区分Ｄ ：(処置責任者)グループマネージャー/(完了承認者)グループマネージャー 

 

＊４：ユニットの運転に関係する不適合はユニット所長 

 
＊５：重要な不適合事象について，分類コード，件名，内容（事象，経緯），原因（推定原

因），対策処置及び完了報告などの必要な不適合事象データを整理した事例。 
 

 別添資料－１ 不適合の分類（定検中プラントの不適合事象） 

 別添資料－２ 不適合の分類（運転中プラントの不適合事象） 
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不適合の分類（定検中プラントの不適合事象）

１号機：平成１６年１０月～１７年２月

Ａ：出力変動、警報、汚染発生 1.9%

Ｂ：弁・ポンプのグランドリーク、弁シートリーク、水漏れ等 11.4%

Ｃ：火災、過熱 0.0%

Ｄ：破損、変形、傷、異物 29.0%

Ｅ：磨耗、振動、浸食、腐食 28.7%

Ｆ：異音、異臭 0.0%

Ｇ：計測制御機器の故障、計器の指示不良 19.4%

Ｈ：電気設備の故障 0.3%

Ｉ：法令、諸規則に関する不適合 0.9%

Ｊ：運転操作に関する不適合 0.0%

Ｋ：作業管理、放射線管理に関する不適合、人身災害 3.4%

Ｌ：検査、文書、図書に関する不適合 4.3%

Ｍ：調達に関する不適合、その他 0.6%
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不適合の分類（運転中プラントの不適合事象）

２号機：平成１６年１０月～１７年２月

Ａ：出力変動、警報、汚染発生 7.7%

Ｂ：弁・ポンプのグランドリーク、弁シートリーク、水漏れ等 23.1%

Ｃ：火災、過熱 0.0%

Ｄ：破損、変形、傷、異物 21.5%

Ｅ：磨耗、振動、浸食、腐食 7.7%

Ｆ：異音、異臭 0.0%

Ｇ：計測制御機器の故障、計器の指示不良 26.2%

Ｈ：電気設備の故障 6.2%

Ｉ：法令、諸規則に関する不適合 0.0%

Ｊ：運転操作に関する不適合 0.0%

Ｋ：作業管理、放射線管理に関する不適合、人身災害 0.0%

Ｌ：検査、文書、図書に関する不適合 4.6%

Ｍ：調達に関する不適合、その他 3.1%
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